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1000 万円以下 134 19.4
1000 万円超〜 5000 万円以下 252 22.6
5000 万円超〜 1億円以下 167 26.3
1 億円超〜 3億円以下 91 37.4
3 億円超〜 10 億円以下 96 43.8
10 億円超 263 41.4
全体 1,003 31.1






























































































































































































































































































































































































































































べた。しかし、企業による貿易や投資を通じた経済統合こそが東アジアに特徴的な経済統合のあり方であるとすれば、東アジアは経済統合の段階として遅れているとはいえないのかもし ない。む ろ中間財を生産し貿易 るというフラグメンテーションは、世界に先駆けてこの東アジア地域において行われているとさえ えよう。　
それでもやはり、ＦＴＡといっ
た国際条約を結ぶ形で を一元的にカバーする制度的経済統合を推進していくことは、重要な政策課題である。既存のＦＴＡは関税率の引き下げ度合や原産地
規
則
な
ど
に
バ
ラ
ツ
キ
が
大
き
い
た
め、それらの収斂が必要で、実際に収
しゅう
斂れん
にむけて政府間協議が行わ
れている。また、関税撤廃から得られる利益が限定的である現状をふまえると、非関税障壁 削減も必要となる。非関税障壁の低下・削
減
は、
財
貿
易
の
拡
大
の
み
な
ら
ず、サービス、ヒトおよび資本移動の自由化にもつながり、結果として、ＦＴＡの動態的効果がさら
に
大
き
く
な
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
（
い
と
う
　
け
い
こ
／
専
修
大
学
経
済
学
部教授）《注》⑴
 紙幅の制約から、ＮＡＦＴＡの図は省略するが、ＮＡＦＴＡにおいても中間財貿易への偏りはみられない。
⑵
 東アジア各国政府は、多国籍企業の生産拠点を誘致して、フラグメンテーションの進展を後押しすべく、中間財の関税を積極的に引き下げてきた。一九九〇年
代
半
ば
に
は、
情
報
技
術
協
定
（
Ｉ
Ｔ
Ａ
）
の
も
と
で、
多
く
の
情
報通信関連部品でゼロに近い関税率まで引き下げた。しかし、最終財や情報通信関連以外の機械部品などでは、まだ比較的高
い関税率を維持しており、関税を下げる余地は小さくない。
⑶
 関税以外に、セーフガードやアンチ・ダンピングなどの規制的措置や、植物衛生検疫措置や貿易の技術的障害（国内独自の製品規格や仕様を要求すること）などの非関税障壁もある。
⑷
 たとえば、日本がこれまでに締結したＦＴＡにおいて、貿易額ベースでは九〇％を上回る関税撤
廃
比
率
を
実
現
し
て
い
る
も
の
の、貿易品目ベースでは八〇％台である。原産地の認定方法のみならず 基準の閾
しきいち
値も各ＦＴ
Ａにより異な
⑸
 規
制
が
ボ
ウ
ル
に
入
れ
た
ス
パ
ゲ
ティのように多重に絡まり合う様からそのように呼ばれ、東アジアでは「ヌードル・ボウル」とも呼ばれる。
⑹
 ただし、表
1は、輸出における
ＦＴＡ利用率であり、輸入 おいてのＦＴＡ利用は含まれていない。
⑺
 第五回日本経済再生本部後の甘利大臣記者会見要旨より（二〇一
三
年
三
月
一
五
日
）
http://
w
w
w
.ka
n
tei.go
.jp
/jp
/sin
g
i/
keizaisaisei/d
ai5
/kaikenyou
-
si.pdf 。
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